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第１章  総  則  

  （目 的） 

第１条 この規程は、公益社団法人東京生薬協会（以下「当法人」という）において、次    

条に定める契約職員の就業に関する事項を定めたものである。 

 

  （定 義） 

第２条 この規程において契約職員とは、期間を定めて雇用契約した次に挙げる者をいう。 

    （１）業務上、当法人に必要な技能を持ち、専門的および定型的な業務に従事す       

る者 

    （２）その他、当法人が必要と認めた者 

 

  （遵守義務） 

第３条 契約職員は、この規程および業務上の指示・命令を遵守して、誠実に職務に従事    

しなければならない。 

 

第２章  採用及び退職  

  （採 用） 

第４条 当法人は、契約職員として就業を希望する者の中から選考のうえ、適格と認めた    

者を契約職員として雇い入れる。 

  ２  当法人は、契約職員を採用するに当たって、個別に別紙１の雇用契約を結   

ぶ。 

 

  （提出書類） 

第５条 契約職員に採用された者は、当法人定める書式に従い、すみやかに次の各号の書    

類を提出しなければならない。ただし、当法人が必要と認めない場合は、その一部    

を省略することがある。 

    （１）履歴書（写真貼付） 

    （２）住民票記載事項証明書（含 マイナンバー） 

    （３）誓約書及び身元保証書 

    （４）被扶養者届 

    （５）給与所得扶養控除申告書 

    （６）厚生年金被保険者証、または年金手帳 

    （７）雇用保険被保険者証 

    （８）通勤方法届出書 

    （９）その他当法人が提出を求めた書類 

  ２ 契約期間中及び契約更新に際し、前項の提出書類の記載事項に変更が生じたとき    

は、その都度すみやかに届け出なければならない。 

  ３ 第１項に定める提出書類は、当法人の人事労務管理の目的においてのみ利用する。 

 



  （契約期間） 

第６条 契約職員の雇用契約期間は、原則１年とし、次の各号の判断基準により契約期間    

を更新することがある。 

    （１）契約期間満了時の業務量 

    （２）労働者の勤務成績および態度 

    （３）労働者の能力 

    （４）当法人の経営状況 

 

  （無期労働契約への転換） 

第７条 有期労働契約で雇用する従業員のうち、通算契約期間が５年を超える従業員は、    

別紙２に定める様式で申込むことにより、現在締結している有期労働契約の契約期    

間の末日の翌日から、無期労働契約での雇用に転換することができる。 

  ２ 前項の通算契約期間は、平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約    

期間を通算するものとし、現在締結している有期労働契約については、その末日ま    

での期間とする。ただし、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上    

ある社員については、それ以前の契約期間は通算契約期間に含めない。 

  ３ この規則に定める労働条件は、第１項の規定により無期労働契約での雇用に転換    

した後も引き続き適用する。 

 

  （契約解除） 

第８条 次の各号により契約期間内であっても契約解除とする。 

    （１）契約当事者双方が合意する場合 

    （２）事業の運営上やむを得ない事由または天災事変その他これに準ずるやむを       

得ない事由により、事業の継続が困難となったとき。 

    （３）事業の縮小・転換または部門の閉鎖等を行う必要が生じたとき。 

 

  （退 職） 

第９条 契約職員が、次の各号の一つに該当するときは退職とする。 

    （１）本人の都合により退職を申し出て当法人が承認したとき。 

    （２）死亡したとき。 

    （３）契約期間が満了したとき。 

    （４）有期労働契約年齢は、６５歳を上限とし、６５歳に達した日以降の最初の  

      ３月３１日を退職日とする。また、当法人が認め引き続き雇用する場合、                                         

      ７０歳を上限とする。 

    （５）無期労働契約へ転換した従業員に係る定年は満６５歳とし、定年に達した       

日以降の最初の３月３１日を退職日とする。また、当法人が認め引き続き雇       

用する場合もある。 

 

  （退職の手続） 

第 10 条 契約職員が、契約期間中に退職しようとするときは、少なくとも３０日前までに   

所定の退職願を所属上長に提出しなければならない。この提出期限は事情により１   

４日を限度として短縮することがある。 

  ２ 前項の場合、退職の日までは従前の業務を継続しなければならない。 

 

第３章  懲戒及び解雇  

 

  （譴責、減給、出勤停止の事由） 

第 11 条 次の各号の一つに該当する者は、譴責、減給、出勤停止に処する。 



    （１）出勤が正常でなく所属の上長の指示に従わないとき、その他職務に不熱心       

なとき。 

    （２）正当な理由なく無断欠勤したとき。 

    （３）給与計算の基礎となる事項等、勤務に関する手続き、その他届出を偽った       

とき。 

    （４）正当な理由なく早出、残業または休日出勤の指示に従わないとき。 

    （５）職務上の怠慢により当法人に損害を及ぼし、または当法人の名誉、信用を       

傷つけたとき。 

    （６）怠慢または不注意により、当法人に災害、傷害、盗難その他事故を発生さ       

せたとき。 

    （７）災害の予防または安全衛生に関する規則または指示に違反したとき。 

    （８）当法人内の秩序風紀を乱す行為があったとき。 

    （９）不正または不当な行為をして職員としての体面を汚したとき。 

    （10）当法人の物品を許可なく持出したとき。 

    （11）その他前各号に準ずる行為があったとき。 

 

  （懲 戒） 

第 12 条 懲戒は、その情状により次の区分により行う。 

    （１）譴 責：始末書をとり、将来を戒める。 

    （２）減 給：始末書をとり、その金額は１回の額が平均賃金の１日分の半額以           

内で、かつ総額が一賃金支払期における賃金総額の１０分の１の範          

囲内で行う。 

    （３）出勤停止：始末書をとり、１０日以内出社を停止し、その期間の賃金は支            

払わない。 

    （４）懲戒解雇：予告なしで解雇を行う。 

 

  （普通解雇） 

第 13 条 当法人は、契約職員が次の各号の一つに該当するときは、契約期間中といえども   

解雇する。 

    （１）勤務状況が不良で、改善の見込みがないとき。 

    （２）能率または職務遂行能力が低劣のため、就業に適さないとき。 

    （３）本規則または業務上の指示・命令に違反したとき。 

    （４）その他雇用の継続が、不都合となる事情が生じたとき。 

    （５）その他前各号に準ずる事態が生じたとき。 

  ２ 前項の規定による契約職員の解雇に際し、当該契約社員から請求があった場合は、   

解雇の事由を記載した証明書を交付する。 

 

  （懲戒解雇） 

第 14 条 次の各号の一つに該当する者は、懲戒解雇する。ただし、情状により他の種類の   

懲戒にとどめることがある。 

    （１）採用にあたり当法人に提出した履歴書その他の書類の記載内容が事実と相       

違し、または重大な点につき記載漏れがあったとき。 

    （２）無断欠勤が連続して１４日以上におよんだとき、または勤務状態が著しく       

不良にて改しゅんの見込みがないとき。 

    （３）業務上重要な秘密を当法人外に洩らし、または洩らそうとしたとき 

    （４）業務命令に従わず、または反抗したとき。 

    （５）パワーハラスメント・セクシャルハラスメント・暴行脅迫などの行為を行       

って、職場の秩序を乱し、業務遂行を妨げたとき。 

    （６）刑事上の訴追を受け、解雇することを適当と認めたとき。 



    （７）当法人の信用を失墜させ、名誉をき損する行為のあったとき。 

    （８）職務を利用して私利私益を図ったとき。 

    （９）前条各号の一つに該当し、その情状の重いとき。 

    （10）その他前各号に準ずる行為があったとき。 

  ２ 前項の規定による契約職員の懲戒解雇に際し、当該契約職員から請求があった場    

合は、懲戒解雇の理由を記載した証明書を交付する。 

 

  （借用物の返還） 

第 15 条 退職者、または解雇された者は、当法人から借用しているものを取りそろえて、   

すみやかに返還しなければならない。 

 

第４章  服務規律  

  （服務心得） 

第 16 条 契約職員は次の事項を守らなければならない。 

    （１）上長の指示に従い、勤務に精励すること。 

    （２）規律を重んじ秩序を保つこと。 

    （３）設備の保全に留意し、諸物資の愛護と節約に努めること。 

    （４）事業場内外の清潔整頓に努めること。 

 

  （禁止事項） 

第 17 条 契約職員は次の事項を守らなければならない。 

     （１）当法人の許可なく他の事業に従事し、またはその他の労務に服さないこと。 

    （２）当法人の物品を無断で持ち出さないこと。 

     （３）みだりに他の職場に出入りし、または禁止された場所に立ち入らないこと。 

    （４）当法人の風紀、秩序を乱す行為をしないこと。 

    （５）勤務時間中、業務に関係ない行為をしないこと。 

     （６）業務上の機密事項または当法人の不利益となる事項を他に漏らさないこと。      

また、それらの事項を退職後も当法人の同意を得ることなくして他に漏らさ       

ないこと。 

    （７）職務を利用して自己の利益を図らないこと。 

    （８）当法人の許可なく職場構内、施設内において政治活動、宗教活動または業       

務に関係ない集会、文書掲示、配布、放送などの行為をしないこと。 

    （９）情報システムを不正利用、情報資産を不正に改ざんし、破壊し、外部に漏       

らす行為をしないこと。 

    （10）業務上作成する機密文書を当法人で定める規則に反して取扱わないこと。 

    （11）性的言動により、他人に不利益や不快感を与えたり、職場環境を悪くする       

ような行為をしないこと。 

    （12）その他この規則または上長の指示命令に反する行為をしないこと。 

 

  （遅刻、早退、外出） 

第 18 条 やむを得ない事由により遅刻、早退または外出するときは、その都度、原則とし   

て事前に当法人に届け出なければならない。 

 

  （欠 勤） 

第 19 条 やむを得ない事由により欠勤するときは、事前に当法人に速やかに届け出るもの     
とする。 

  ２ 前項の場合において傷病欠勤７日以上に及ぶときは、医師の診断書を提出しなけ    

ればならない。  



 

 

  （損害賠償） 

第 20 条 契約職員が故意または重大な過失によりこの法人に損害を与えたときは、弁償さ     
せることができる。 

第５章  勤   務  

第１節 勤務・休憩時間、休日および休暇  

  （就業時間） 

第 21 条 契約職員の始業、終業および休憩時間は次のとおりとする。ただし、業務上必要   

がある場合は個別の雇用契約で定める。 

    （１）勤務時間 始業時刻：８時３０分 終業時刻：１７時１５分 

    （２）休憩時間 １２時から１３時までの６０分 

 

  （勤務日及び休日） 

第 22 条 契約職員の勤務日は各々の契約書に定める。また、月の勤務日及び休日は、当該   

月前月の末日までに作成・提示する勤務予定表によるものとする。 

  ２ 当法人は業務上の必要がある場合は、前項の休日を他の日に振替えることがある。 

 

  （出勤等） 

第 23 条 出勤したときは、出勤簿に押印しなければならない。 

 

  （年次有給休暇） 

第 24 条 雇い入れの日から起算して６ヶ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した契     
約職員に対して１０日の有給休暇を与え、以降継続勤務年数に応じて次のとおり年    

次有給休暇を与える。 

継続勤務年数 0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 以上 

付与日数 10 日 11 日 12 日 14 日 16 日 18 日 20 日 

 

  ２ 年次有給休暇を受けようとするときは、原則として１週間前までにその旨当法人    

に届出なければならない。ただし、その届出があった時季に年次有給休暇を与える    

ことが著しく業務に支障をきたすおそれがあるときは、当法人は他の日にこれを与    

えることがある。 

  ３ 私傷病による欠勤の場合、本人から申し出があれば、残存年次有給休暇の限度内    

で年次有給休暇に振替えることができる。 

  ４ 年次有給休暇は、その発生した日より１年以内にこれを使用することを本旨とす    

る。ただし、休暇日数の全部または一部を受けることが出来なかったときは、その    

残りの休暇日数はこれを翌年度に限り繰り越すことができる。 

  ５ 年末年始休暇は１２月２９日から１月３日までとする。 

  ６ 夏季休暇は７月から９月までの間、祝祭日を除き３日間とする。 

 

  （特別休暇） 

第 25 条 契約職員のうち必要あるものは、産前産後休暇、生理休暇など労働基準法及びそ   

の他関係法令に定める休暇をとることができる。ただし、この間は無給とする。 

 

   



（育児休業、介護休業等） 

第 26 条 契約職員のうち必要ある者は、当法人に申請し、育児休業、子の看護休暇および   

育児短時間勤務、介護休業および介護短時間勤務の適用を受けることができる。

ただし、休業期間中は無給とする。  
 

（ 慶 弔 休 暇 ）  

第 27 条  契 約 職 員 が 次 の 事 由 に よ り 休 暇 を 申 請 し た 場 合 は 、 次 の と お り 慶 弔 休

暇 を 与 え る 。 （ 有 給 休 暇 と す る ）  

 （１）本 人 が 結 婚 し た と き      2 日  （ 連 続 し た ）  

   （２）妻 が 出 産 し た と き        1 日  

   （３）忌 引 き   

・ 一 親 等 【 父 母 、 配 偶 者 、 子 供 】   5 日  （ 連 続 し た ）  

・ 二 親 等 【 祖 父 母 、 兄 弟 姉 妹 】   2 日  （ 連 続 し た ）  

・ 三 親 等 【 叔 父 や 叔 母 な ど 】    1 日  

 

 
第２節 時間外勤務および休日勤務  

   

  （時間外勤務、休日勤務） 

第 28 条 当法人は業務の都合によりやむを得ないときは、時間外または休日に勤務させる     
ことがある。 

  ２ 前項の場合、契約職員は、正当な理由なくこれを拒んではならない。  
 

 

第６章  賃  金・基本給・諸手当  

第１節 賃  金  

  （賃 金） 

第 29 条 賃金は、基本給、通勤手当、その他当法人が別に定める手当よりなるものとする。     
ただし、個別の雇用契約に別段の定めがある場合は雇用契約による。 

 

  （賃金支払いの原則） 

第 30 条 賃金は原則として労働の対価として支払う。したがって、特に定めた場合を除き、     
休日、休憩時間および不就業に対しては、賃金は支払わない。また、当法人の指

示に基づかない労働に対しても賃金は支払わない。 

 

  （賃金の計算期間および支払日） 

第 31 条 賃金の計算期間は、その月の１日から末日までの１ヶ月とし、その支払いは翌月   

の１０日とする。ただし、支払日が休日に当たる場合は、その翌日を支払日とする。  

 

  （賃金の支払い） 

第 32 条 賃金は月給制とし、通貨または銀行振込により、直接本人にその全額を支払う。 

 

  （賃金からの控除） 

第 33 条 賃金の支払いに際しては、所得税、社会保険料など法令に定められたものを控除   

する。 

 

  （円未満の計算） 

第 34 条 この規則に定める賃金計算において、円未満の端数が生じた場合は、切り上げし   



円単位とする。 

 

  （私傷病による休業の場合の賃金） 

第 35 条 契約職員の私傷病による休業については、賃金を支払わない。 

 

第２節 基 本  給  

  （基本給） 

第 36 条 基本給は、次に掲げる事項を要素として定める。 

    （１）契約職員に割り当てられる仕事の難易度および責任の度合い。 

    （２）その仕事を遂行する能力、経験および勤務成績。 

 

  （賃金改定） 

第 37 条 賃金改定は、当法人の支払い能力、物価の変動及び世間水準等を勘案し、必要と   

認めたときは改定することがある。    

  ２ 前項の改定を行う場合、原則として４月から実施する。 

 

 

 

第３節 諸 手  当  

  （時間外勤務手当・特別手当） 

第 38 条 当法人が所定労働時間外に勤務を命じた契約職員に対しては、所定労働時間を超     
える時間に対して、法律に従い時間外勤務手当を支給する。ただし、個別の雇用契    

約に別段の定めがある場合は雇用契約の定めによる。 

  ２ 時間外勤務手当は別表に定める。 

  ３ 特別手当は別表に定める。  

 

  （通勤手当） 

第 39 条 当法人が指定する通勤経路で公共交通機関を利用して通勤する場合は、定期     

乗車券相当額を通勤手当として支給する。 

 

（賞与） 

第 40 条 賞与は、原則として年 2 回支給する。支給額については会長が決定する。 

事業の縮小、その他やむを得ない事由がある場合には、支給しないことがある。 

    （１）夏季賞与 7 月中に前年 12 月から当年 5 月までの勤務状態により支給する。 

    （２）年末賞与 12 月中に当年 6 月から 11 月までの勤務状態により支給する。 

  ２ 前項の賞与の額は、勤務成績等を考慮して各人ごとに決定する。 

   ３ 賞与の支給は、各査定期間 3 ケ月以上在籍した契約職員を対象とする。  
 

第７章  安全衛生  

  （安全および衛生に関する心得） 

第 41 条 契約職員は、安全衛生に関する指示に従い、安全保持、災害防止ならびに保健衛   

生の向上に努めるとともに、当法人の行う安全衛生に関する措置に進んで協力し

なければならない。 

 

  （健康管理） 

第 42 条 契約職員は、当法人の行う健康診断を受診し、常に健康維持に注意しなければな   

らない。 

 



第８章  災害補償  

  （災害補償） 

第 43 条 契約職員が業務上または通勤途上負傷し、疾病にかかりまたは死亡したときは、   

労働者災害補償保険法の定めるところにより、保険給付を受ける。 

  ２ 前項の給付が行われたときは、当法人は労働基準法上の補償の責を免れる。 

 

第９章  雑   則  

   （規定の改廃） 

第 44 条 本規則の改廃は、理事会の決議による。 

 

付 則 本規程の変更は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 【別 表】 

 

時間外勤務手当： 

    勤務時間は週５日 休憩時間を含み、８：３０～１７：１５を原則とする。  

          ５：００ ～   ８：３０ 賃金単価の １.２５倍 

         １７：３０ ～ ２２：００ 賃金単価の １.２５倍 

         ２２：００ ～   ５：００ 賃金単価の １.５０倍 

                   ３０分単位の申告に対して支給 

 

休日勤務手当：算定に必要な休日は祝祭日、協会の定めた休日とする。 

          ５：００ ～ ２２：００ 賃金単価の １.３５倍 

         ２２：００ ～   ５：００ 賃金単価の １.６０倍 

               ３０分単位の申告に対して支給 

 

特別手当：猛暑日（暑さ指数31℃以上）に薬用植物栽培作業に従事した者及び降 

   雪日に除雪作業に従事した者を対象とする。 

                   終日作業従事者 １日 ３００円 

                   半日作業従事者 半日 １５０円 

 

賃金単価（時給）の算出法：平均月間勤務日数は２０日間とする。 

          例：１ヶ月 給料 ２０万円の場合 

         日給：２０万円÷２０日＝１万円 

         時給：１万円÷８時間＝１,２５０円（３０分：６２５円） 

                                                 （１円未満端数切り上げ） 

 

 



別　紙　１

氏　　名

生年月日 　昭和・平成    　　　年　　　月　　　日生

現 住 所

契約期間 令和   　年　　　月　　　日 から令和 　　　年　　　月　　　日まで

就業場所

就業時間 週  日、８時３０分から１７時１５分を原則とする

休憩時間 １２時から１３時　６０分間

休　　日 週２日の他、協会の定めた休日

休日勤務 有

時間外勤務 有

１．月　　額　       　円

　　通勤手当　　支給する

２．報酬締切　　毎月末日

３．賃金支払日　翌月１０日

４．昇　　給　　なし

５．賞　　与　　有り

６．退 職 金　　なし

契約解除 　契約職員就業規程第８条に準ずる

　この契約に定めないものについては、協会の定める「契約職員就業規程」

によるほか、法令の定めに従う。

契 約 者　　東京都千代田区東神田１丁目１１番４号

　　　　　　　　公益社団法人　東 京 生 薬 協 会

　　　　　　　　　　会　長　　藤　井　隆　太

　　 被契約者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　

　　

　この契約書は２通作成し、双方が各１通を保管する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

契　約　職　員　雇　用　契　約　書

　下　記　条　件　で　契　約　し　ま　す。

報　　酬

仕事の内容

備　　考



別　紙　２

　会長　藤　井　隆　太　殿

申 請 日

氏　　名

生年月日

所　　属

入社年月日

期間満了日

事業管理責任者 事務局長 専務理事 会　　長

【事務局記入欄】

承　認　日

　　　月　　　日

　私は、無期雇用後の就業規程、労働条件を確認、同意した上で、労働契約法第
18条の規定に基づき、期間の定めのない労働契約への転換の申し込みをします。

印

昭和・平成　　　年　　　月　　　日生

備　　考

令和　　　年　　　月　　　日

印 印 印 印
令和　　　年

令和　　　年　　　月　　　日　

無　期　雇　用　転　換　申　請　書

公益社団法人　東京生薬協会

平成・令和　　　年　　　月　　　日

勤務時間帯（　　　：　　　～　　　：　　　）

令和　　　年　　　月　　　日

現在の雇用形態

契　約　職　員

勤　務　日（　日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土　）



公益社団法人 東京生薬協会

会長 藤 井 隆 太 殿

誓 約 書 及 び 身 元 保 証 書

私 は 、 貴 協 会 に 契 約 職 員 と し て 入 社 す る に あ た り 、

貴 協 会 契 約 職 員 就 業 規 程 そ の 他 の 諸 規 程 、 命 令 を 遵 守

し 、 誠 実 に 職 務 に 精 勤 す る こ と を 誓 約 致 し ま す 。

令 和 年 月 日

現 住 所

誓約者氏名 ㊞

昭 和 ・ 平 成 年 月 日 生

私 は 、 上 記 誓 約 者 本 人 の 身 上 に 関 す る 一 切 の 責 任 を

負 い 、 万 一 、 上 記 本 人 の 故 意 又 は 過 失 に よ り 貴 協 会 に

損 害 を 与 え た と き は 、 身 元 保 証 人 と し て 、 上 記 本 人 と

連 帯 し て 賠 償 の 責 を 負 い 、 貴 協 会 に 迷 惑 は お か け 致 し

ま せ ん 。

令 和 年 月 日

現 住 所

電 話 番 号

本人との関係

身元保証人 ㊞

昭 和 ・ 平 成 年 月 日 生
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